

「南海トラフ地震臨時情報」とリスク管理（資料の一部更新）
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１．「地震は予知できる」から「地震は予知できない」への転換
（「必ずくる震災で日本を終わらせないために」福和伸夫著）

１）「大規模地震対策特別措置法」は地震を予知できることが前提
「大規模地震対策特別措置法」1978制定
・気象庁が「地震予知情報」を発表
・内閣総理大臣が「警戒宣言」を発令
・あらゆる社会活動を制限し、２～３日以内の地震の発生をまつ
（科学は万能と思ったバラ色の時代。「今は無理だけれど10年後には予知できる」という楽観的な空気があった）

阪神淡路大震災（1995）、東日本大震災（2011）

2017年「大規模地震対策特別措置法」が凍結。地震は予知できないことに。

２）予知なき時代の南海トラフ地震対応等

2018年「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ」→南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（R5～）
・「予知はできなくても被害は防ぎたい。防ぐためには確かな根拠がなくても警戒を呼び掛け、人々を避難させなければならない。警戒が続けば社会はマヒし、生産はとまる。地震が来なくても「社会を殺す」ことになりかねない」
・「命を守ろうとすれば社会が動かない。社会を動かそうとすれば命を守れない」というジレンマ。

・「南海トラフ地震臨時情報」、「北海道・三陸沖後発地震注意情報」


２．必ずくる地震被害の大きさ

１）南海トラフ地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震
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３．南海トラフ地震臨時情報
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４．北海道・三陸沖後発地震注意情報
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５．「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン（第1版）」

ガイドラインの位置づけ
○南海トラフ大規模地震の発生可能性が高まったと評価された場合に、地方公共団体、指定公共機関、企業等が、とるべき防災対応を検討し、あらかじめ計画としてとりまとめるために参考となる事項を記載
○南海トラフ地震防災対策推進地域内にある地方公共団体、指定公共機関、不特定多数の者が利用する施設、危険物を取扱う施設等を管理又は運営する者等が活用することを想定
○突発的な地震発生に備えて対策を進めていくことが基本であるが、国が南海トラフ沿いの地域において地震の発生可能性が高まっている旨の情報を発表した場合には、その情報を活用し被害軽減につなげていくことが重要
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防災対応の基本的な考え方
○地震発生時期等の確度の高い予測は困難であり、完全に安全な防災対応を実施することは現実的に困難であることを踏まえ、地震発生可能性と防災対応の実施による日常生活・企業活動への影響のバランスを考慮しつつ、「より安全な防災行動を選択」するという考え方が重要
〇日常生活等への影響を減らし、より安全性を高めるためには、平時から突発地震に備えた事前対策を進めることが重要

企業等における防災対応の検討
○地震発生時期等の確度の高い予測は困難であり、完全に安全な防災対応を実施することは現実的に困難であることを踏まえ、日頃からの地震への備えを再確認する等警戒レベルを上げることを基本に、個々の状況に応じて適切な防災対応を実施したうえで、できる限り事業を継続することが望ましい
○住民事前避難地域内での明らかに生命に危険が及ぶ活動等に対しては、それを回避する措置を実施することが必要である

企業等における具体的な防災対応の検討
○防災対応検討の前提となる諸条件から想定される影響を踏まえ、南海トラフ地震が突発的に発生した際のBCPを参考に、必要な事業を継続するための措置を検討するとともに、後発地震に備えた具体的な防災対応について検討

企業等における必要な事業を継続するための措置
○南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）や同情報（巨大地震注意）発表後、一部地域の避難や被害を踏まえ、人的・物的資源が一部制限されている中で、企業活動を１週間どのように継続するか検討

企業等における具体的な防災対応の検討（確実に実施すべき事項）
○すべての企業等は「日頃からの地震への備えの再確認等警戒レベルを上げる措置」を中心とした防災対応を実施
○不特定多数の者が利用する施設等を管理・運営する企業等は、「施設及び設備等の点検」を確実に実施
○事前避難対象地域内の企業等は、「従業員等の安全確保」を確実に実施

６．2024年8月8日発令「南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)に伴う政府としての特別な注意の呼びかけ」について
（令和６年８月15 日18 時00 分　内閣府（ 防災担当）気象庁地震火山部　報道発表資料）
１）発生した地震の状況
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２）南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)の発表（呼びかけ開始）から呼びかけ終了まで
・







３）日頃からの備えとは
・定住者に対する内容で、経済活動や観光などに関する事項は言及していない
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７．今回の南海トラフ地震臨時情報の市民の反応

１．過剰反応を招いた（時事通信 政治部2024年08月15日20時32分配信）
・三重、和歌山、徳島、愛媛、高知、宮崎各県などで宿泊のキャンセルが例年より増加
・物資の買い占め
・鉄道会社での徐行運転や一部運休

２．4人に3人が「地震が起こると思った」（TBSテレビ　2024年8月15日(木) 17:22）
・東京大学の関谷直也教授らのインターネットで緊急アンケート
　「大きくはないが、地震が起こると思った」が44.8％
　「大きな地震が起こると思った」が30％
　合計約75％が地震は起こると思った。
・「地震予知」の情報と誤解
・地震の起こる可能性が高くなっているということを、普段からきちんと説明しておくべき

３．どのような地震対策行動をとったか（NHK　2024年8月15日 16時18分）
・東京大学の関谷直也教授らのインターネットで緊急アンケート
　「水や食料などの備蓄を確認した」が19.7％
　「家族との連絡方法を確認した」が9.2％
　「家具の転倒防止を確認した」が8.1％
　「旅行・帰省や遊びの予定を変更した」は2.1％
・地震の起こる確率は低いと理解され、呼びかけられた内容の取り組みをしなくなる可能性も


８．日本地震学会の2024年度秋季大会の参加者の見解（10/26(土) 6:02配信　TBS NEWS DIG Powered by JNN）

１．「科学的根拠と制度設計に問題あり」（石橋克彦・神戸大学名誉教授）
（科学的根拠に問題あり）
・17世紀以降、日向灘を震源とする地震が南海トラフ地震に先行して発生した事実は確認されていない。
・巨大地震発生の可能性に、南海トラフ地震の特性を考慮せず、世界で発生した地震の統計データをそのまま当てはめているのは意味がない。
（制度設計に問題あり）
・臨時情報が発表されて内閣府の呼びかけで国民が一斉に防災行動を起こすという、その大きな図式は（大震法を）踏襲している
・南海トラフ巨大地震は「不意打ちで起きる可能性の方が高く」、地震は突然発生するとの前提で「社会を地震に対して強くすること大事」

２．会見「“3人目”の説明者がいない8月8日の記者会見、誰が防災対応の情報発信を担うのか」（松本大学総合経営学部・入江さやか教授）
・気象庁の束田課長が地震活動の観測や監視を行う気象庁の立場から技術的な解説を行った。
・南海トラフ地震検討会会長の平田氏が地震の専門家の立場から「臨時情報（巨大地震注意）」と評価した科学的根拠や理由等を説明した。
・防災行政の担い手、例えば内閣府防災の職員がいるべきで、国民に具体的にどのような防災対応を望むのか等の呼びかけがなかった。
・臨時情報が出たとき、『海水浴に行って良いですか?』という問いに会見で誰が答えるのか。責任の所在が曖昧なのは国民に大変不幸なこと

３．本質的な防災行動には繋がらずなど（関西大学社会安全学部・林能成教授）
（2024年8月下旬にアンケートを実施し、2023年7月の調査結果と比較）
・「飲料水を準備している」が53.8％→64.7％、「非常用のトイレを準備している」が24.8％→32.8％、物品の購入が10ポイント程度上昇
・「非常持ち出し品の確認」等も増えたが、推奨される上位の行動（家具の固定の確認等）には結びついていない
・将来転居する際に「耐震性能を重視する」「津波浸水域を避ける」等、地震や津波への本質的な備えを促進する効果は大きくなかった
（「（巨大地震注意）」→「（地震準備強化）」への見直しを提言）
・臨時情報が期待しているのは地震の備えの促進のはずだが、地震の予知がなされたかのような誤った印象だけを情報の受け手に与えた
９．南海トラフ地震臨時情報への対応アンケート調査結果＜民間企業442社＞（リスク対策.com資料）

１．サマリー
①8月の臨時情報発表以降、対応計画の策定企業が増加している
②全体の63％が対応に課題を感じている
③自社施設の所在地域（南海トラフ地震防災対策推進地域や同津波エリア内）によって、臨時情報の受け止め方に差が出た
④今後、臨時情報（巨大地震注意・警戒）が発表された際は、行動量が増える
⑤自社施設の所在地域、BCPの実効性、臨時情報対応計画の策定状況により行動量に差がある
⑥BCPの実効性や臨時情報対応計画の策定状況により課題に差がある

２．ＢＣＰの策定状況、臨時情報への対応計画策定状況




10．リスク管理について

・地震や臨時情報についての個人・家庭のリスク管理、地域・団体のリスク管理、行政・社会のリスク管理（ハード面とソフト面）

・個人、家庭でのリスク管理について考えてみよう
1 地震に対する日頃の対策・発生時の対策　
2 巨大地震注意(M7発生時)に対する日頃の対策・発出時の対策
3 巨大地震警戒(M8発生時)に対する日頃の対策・発出時の対策

・臨時情報に対するリスク管理を新しい発想へつなげよう
1 年に1度７日間の避難生活（または疑似避難生活）を実践することでみえてくるものがあるはず。
2 地震発生後への貢献として資格や技能を身につける（防災士資格・上級救命講習）


（防災士：日本防災士機構が認証、※2024年9月末日時点で累計296,214 名の防災士が認証されている）
日本防災士機構は、阪神・淡路大震災の教訓の伝承と市民による新しい防災への取り組みを推進し、我が国の防災と危機管理に寄与することを目的に2002年（平成14年）に創設されました。国を初めとする公的な財政支援によるものではなく、純然たる民間自律の発想と、民間パワーによる努力によって地域防災力の向上に貢献しています。現在、全国の地方自治体や国立大学等の教育機関、民間研修機関において積極的な防災士の養成の取り組みが進められ、それぞれの地域の自主防災組織や学校、福祉施設、事業所等で防災士の配置・活用の動きが広がっています。
防災士とは”自助”“共助”“協働”を原則として、社会の様々な場で防災力を高める活動が期待され、そのための十分な意識と一定の知識・技能を修得したことを日本防災士機構が認証した人です。
14

image4.png
[EXMEERA] FainkE xR0 SE
OZFRKEE XA DR Al AEFEFZ IR V-l Z AR Rtz e T 5

OFFIE I RURI F L TIL, ZADURICHEIKERERETERERUVEZ L.
BEEEEERGL. EREHERG

WEEENE
(fE REATREEA R ithsl)

EEAEERIbE EKBERENSEEEORM A EEAER b

ESFEARE N Rl BEREANLEREED BEARMEZRL 0





image5.png
BUTRELBIEAMRICEHERES
~ibimil - SRR R R IR T~

BAHH - FRERAOORMTIE, —EM7 55 R OMIHTEE LT, SILTAS AR (S5 B3 LA
P £ T RINCERMORET SHBLEN GO0, RELIBAIT—ATHSORERS T, WERE
SRGEORMAT M7.0 LLEDHIASEE LIBAICIE, ARMMRORETEH TR LY GHNNIEE>TL
BELTTHLH - SRR RS NET.

RESRETNISMRRESS 1EMEE HSEFEHERE LI LT,

BtEh S OMBAOHA OFHERICHA SENER LY RRERSH
RETNY LIRIC T CICRMTE SRR ERHELEL LS,

a0l

- T RENL VO
EXitiROBERTE

e ©

LBHG. 1 ANER
EXHRINLS

¥

Jbiil- = Erh R R R INEO BREIR

SRORORET ML, HANBOERE
ATHEEN 1 ERET. 1EIOSSic,
BTEROKIUBERIRET B LISRY £ A,

EREAED 5. FHBREEUD I E

A RREDS 1 EIRL, TR
VOXRBEROREICIRL, BAEBLE
Y. ERERSHREE ALY LLRIE, T
B TEBEREEMELEL 55,

RAOREH 515 5 RROIEANR
HRETHTLEMEL. BED SR
NOWRAETS TEHXNTT.

. TBRE S, ALHHBERS

ShAREEEMHLTO BT, 158
METEERIRET BARME &< 5D
DHTUBY ELAIIERE, HROREIE
BLELES.





image6.png
SRR R

O cTB e TR
7L TRERS ERERLEE CR
CETTRLREN BN T HEDRR

[T e —
P

e el

Eeerie e R

T -

HRICE3U R0 DR B

HESNBUZIHED
BORLEMRT MR

BN SENOEL
CEReRTARL LR
Epramtn et

1ag

[ ioxssouz ]

AR 0. SPRDRRES
&2 swETE SRR

MR SR MR
oRments

CHRR R0 RS S BRI
SEALE. 1015030 OBIER
TsszeemaLTIoTeRRTES
ety

Yy

CHBRBESORANRETN 05 HFO
ERETS LS TTAC

D391 PERTERNOZERS LIRS
svsencen

2 Ele

B S DEADRAE
CHeRRSORROMRE.
R EMERS O
cxmomsTRORR.
CeRoRTOmE.

CRtavETIINYTORR
B

et

O)

SRR ERE SRET NSS!

DS FRRIH TOEMMIRUST,

RO LS
R 3O

KEERLIME

BINIE LSS T OBENLERS

BBt 5, E B

EHIIE EBRETYT





image7.png
EEhS T ERERTR. TETA
SESRHEE L (707
HETR) 245

HREA £
-BREXSH EERERRM
AREEEY -REFXSH F

D52 ®§ﬁg@ Eﬁzﬁ;%wm*ﬁ%mos
s )

é?gﬁg: ;’; OB, KEH, BEAZLOBBSTEDS
R | SOOLE B ME IR ETOER

AR OBEEETOM—RIRETLIET2EE

EYOEKEKE @B LORBERTIBENHILRDS
FEIZBWNT, KE MBEELMHHERITEE (1000ALEDTE,
30ecmELEDIRKAY . HRAEUER. HATERAHSEET D

BEShIRE Ek-— A BT EE R, BX. AR, KE, BR.

B4 TSAUE)

ERICESC B
ERERBS

BB THER
SR FHEAE

BB THER
SR RHEAE R E

BB THER
SAEEE




image8.emf
発生時刻 ８月８日16時42分

マグニチュード 7.1（暫定値）

発生場所 日向灘深さ31km（暫定値；速報値深さ約30kmから更新）

発震機構 西北西―東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、陸のプレートとフィリピン海プレートの境界で発生した地震

震度 【最大震度６弱】宮崎県の日南市(にちなんし)で震度６弱を観測したほか、東海地方から奄美群島にかけて震度５強～１を観測

地震活動の状況(14時現在) 今回の地震発生後、震度１以上を観測した地震が23回発生（震度３：２回震度２：５回震度１：16回）

長周期地震動の観測状況 宮崎県南部山沿いで長周期地震動階級3を観測
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南海トラフ地震 死者数 最大約32万人 内閣府防災情報のページ（2012年）

経済損失 約1410兆円(20年間) 土木学会(2018年)

首都直下地震 死者数 最大約2万3千人 内閣府防災情報のページ（2012年）

経済損失 約1001兆円(20年間) 土木学会(2024年)

日本海溝・千島海溝沿い

の巨大地震

死者数

最大日本海溝で約19万9千人

千島海溝で約10万人

内閣府防災情報のページ（2021年）

経済損失 －
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